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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第101期

中間連結会計期間
第102期

中間連結会計期間
第101期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 （百万円） 829,914 1,247,407 1,844,053

経常利益 （百万円） 16,701 157,904 97,556

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 5,485 120,865 40,581

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 3,892 120,245 78,568

純資産額 （百万円） 689,939 862,802 752,978

総資産額 （百万円） 2,548,268 2,997,640 2,999,744

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 41.98 924.77 310.56

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.5 28.0 24.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 43,048 59,576 39,674

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △8,902 5,651 △35,030

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △20,685 △23,748 23,244

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 102,798 160,259 121,749

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第101期中間連結会計期間及び第101期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。また、第102期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。

なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中

間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態及び経営成績の状況

　①経営成績

当中間連結会計期間における世界経済は、中東情勢の影響等により不透明感が継続するなか、一部の地域にお

いて景気回復に足踏みがみられるものの、緩やかな持ち直しが続きました。

日本経済は、緩やかな回復基調が継続しているものの、物価上昇が継続するなかで個人消費マインドが弱含む

など、不透明感もみられました。

当社グループを取り巻く事業環境につきましては、自動車関連の需要回復及びAI・半導体関連の需要拡大に加

え、為替水準が円安基調となり、金属価格についても前年同期を上回る水準で推移しました。

このような状況のもと、当中間連結会計期間は、マテリアル領域、超硬製品事業、高機能製品事業、再生可能

エネルギー事業において、前年同期と比べて売上高、営業利益及び経常利益が増加しました。

この結果、当中間連結会計期間は、連結売上高は１兆2,474億７百万円（前年同期比50.3％増）、連結営業利

益は1,165億92百万円（同964.8％増）、連結経常利益は1,579億４百万円（同845.5％増）となりました。これに

より、親会社株主に帰属する中間純利益は1,208億65百万円（前年同期は54億85百万円）となりました。

 

セグメント情報は次のとおりであります。

当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前年同期

の数値を変更後の区分に組み替えた数値で比較しております。

なお、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の報告セグメントごとの営業利益は、有限責任監査法人

トーマツの期中レビューを受けておりません。

 

（マテリアル領域）

    (単位：億円)
 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減（増減率）

 売上高 6,315 9,983 3,667 （58.1％）

 営業利益 57 958 900 （－％）

 経常利益 41 954 913 （－％）

 

　マテリアル領域は、銅・タングステン・金等の主要金属価格の上昇に加え、為替が円安基調で推移した影響に

より、前年同期と比べて、売上高、営業利益及び経常利益は増加しました。

 

（プロダクト領域）

（超硬製品事業）

    (単位：億円)
 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減（増減率）

 売上高 691 884 193 （28.0％）

 営業利益 55 189 133 （239.3％）

 経常利益 58 184 126 （215.3％）

 
　超硬製品事業は、航空機関連需要が好調に推移したほか、自動車関連需要にも回復傾向がみられるなど、堅調

に推移しました。為替の円安に加え、販売構成や価格面の改善等もあり、前年同期に比べて、売上高、営業利益

及び経常利益は増加しました。
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（高機能製品事業）

    (単位：億円)
 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減（増減率）

 売上高 1,094 1,516 422 （38.6％）

 営業利益 15 75 60 （383.2％）

 経常利益 13 75 61 （440.6％）

 

　高機能製品事業は、AI・半導体関連製品の需要が引き続き堅調に推移したことから、前年同期と比べて、売上

高、営業利益及び経常利益は増加しました。

 

（資源事業）

    (単位：億円)
 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減（増減率）

 売上高 － － － （－％）

 営業損失 △15 △14 1 （－％）

 経常利益 33 395 361 （－％）

 

　資源事業は、鉱山からの受取配当金及び持分法による投資利益の増加により、前年同期と比べて、経常利益は

増加しました。

 

（再生可能エネルギー事業）

    (単位：億円)
 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減（増減率）

 売上高 22 39 16 （74.0％）

 営業利益 1 10 9 （652.1％）

 経常利益又は経常損失（△） △8 12 20 （－％）

 

　再生可能エネルギー事業は、落雷による設備損傷により前年４月から10月まで安比地熱発電所が操業を停止し

ていました。これにより、前年同期と比べて、売上高、営業利益及び経常利益は増加しました。

 

（その他の事業）

    (単位：億円)
 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減（増減率）

 売上高 707 656 △50 （△7.1％）

 営業利益 21 16 △5 （△23.4％）

 経常利益 84 75 △9 （△11.4％）

 

　その他の事業は、合算で、売上高、営業利益及び経常利益は減少しました。
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　②財政状態

当中間連結会計期間末における総資産は２兆9,976億円となり、前連結会計年度末比21億円減少しました。こ

れは、当中間連結会計期間に棚卸資産が増加した一方、貸付け金地金及び投資有価証券が減少したことなどによ

るものであります。

負債の部は２兆1,348億円となり、前連結会計年度末比1,119億円減少しました。これは、預り金地金が減少し

たことなどによるものであります。

当社グループは、キャッシュマネジメントシステムの導入等によるグループ各社における余剰資金の一元管理

を図り、資金効率の向上に努めております。この一環として、一部の海外子会社を対象としたグローバルキャッ

シュマネジメントシステム（ノーショナルプーリング）を導入しており、グローバルベースでの更なる資金効率

向上にも取り組んでおります。なお、当中間連結会計期間末のノーショナルプーリングにおける預入額609億円

を現金及び預金、借入額578億円を短期借入金に含めて表示しております。
 
（2）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の計上、棚卸資産の増加

等により、595億円の収入（前年同期比165億円の収入増加）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出、投資有価証券の

払戻による収入等により、56億円の収入（前年同期比145億円の収入増加）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、転換社債型新株予約権付社債の発行による収入が

あったものの、長期借入金の返済による支出やコマーシャル・ペーパーの償還による支出等により、237億円の支

出（前年同期比30億円の支出増加）となりました。

 

以上に、換算差額等による増減を加えた結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、1,602億

円（前連結会計年度末比385億円増加）となりました。

 

（3）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

 

（5）研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発活動は、各事業の基幹となる分野の研究開発を当社単独あるいはグループ会社と

連携をとりながら行い、各社固有の事業及びユーザーニーズに応える研究開発についてはそれぞれが単独で行って

おります。研究開発戦略としては、各セグメントと、コーポレート部門開発戦略部が協力して、新製品・新技術・

新事業創出を通して、持続的な企業価値向上を実現してまいります。その中で、中期経営戦略（2026～2028年度）

では、当社が資源循環ビジネスで未来を創る企業となることを実現するために、リサイクルやＧＨＧ削減技術の基

盤強化、サーキュラーエコノミーに貢献する新たなマテリアル（お客様の期待を超える製品やサービス）の創出、

オープンイノベーションの活用による新規事業創出の推進を行い、サーキュラーエコノミー、ＧＨＧ削減分野を中

心に新規事業、新技術を創出していきます。

研究開発費の総額は、44億99百万円であり、当中間連結会計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。

 

EDINET提出書類

三菱マテリアル株式会社(E00021)

半期報告書

 5/37



３【重要な契約等】

（会社分割（簡易吸収分割）による銅精鉱の購入及び電気銅等の販売に係る事業の統合に関する契約の締結）

１．本統合の要旨

当社は、2026年５月28日、取締役会において、当社が営む銅精鉱の購入および銅精鉱由来の電気銅・硫酸・その他銅

製錬副産物の販売を行う事業（以下「本統合対象事業」）を、JX金属株式会社（以下「JX金属」）、三井金属株式会社

（以下「三井金属」）および丸紅株式会社（以下「丸紅」。丸紅、JX金属および三井金属を総称して以下「PPC株

主」、当社およびPPC株主を総称して以下「当社ら」）が出資するパンパシフィック・カッパー株式会社（以下

「PPC」）に統合すること（以下「本統合」）を決議し、PPC株主との間で経営統合契約書（以下「本最終契約書」）を

締結いたしました。

銅製錬事業を取り巻く外部環境は、海外製錬会社との競争が激化する中、鉱山会社から銅精鉱を購入する際の条件

（TC/RC）が大幅に悪化しており、今後の見通しも不透明な状況にあります。こうした中、当社らは、本統合を通し

て、銅精鉱を一括調達することで国際競争力を強化するとともに、共通機能の集約や販売オペレーションの効率化によ

りコストを削減し、銅製錬事業の収益性を維持・向上しうる新たな体制を構築していきます。

本統合は、(i)PPCが当社の本統合対象事業の受け皿となる新会社（以下「新会社」）を設立したうえで、(ii)当社を

吸収分割会社、PPCを吸収分割承継会社とする本統合対象事業の吸収分割（以下「本第一吸収分割」）を行い、(iii)本

第一吸収分割と同日付で、本第一吸収分割の効力発生を条件として、PPCを吸収分割会社、新会社を吸収分割承継会社

とする本統合対象事業の吸収分割（以下「本第二吸収分割」。本第一吸収分割と総称して以下「本吸収分割」）を行う

ことにより実施いたします。

本統合後のPPCへの出資比率は、当社 32.00％、JX金属 32.50％、三井金属 21.90％、丸紅 13.60％とし、新会社は

PPCの完全子会社となります。

 

２．本第一吸収分割の概要

(1) 吸収分割の方法

吸収分割会社：当社

吸収分割承継会社：パンパシフィック・カッパー株式会社

(2) 効力発生日

2027年２月１日（予定）

(3) 承継する権利義務

PPCは、当社の本統合対象事業に関して有する権利義務を、本第一吸収分割に係る吸収分割契約において承継しな

いと定めたものを除き、効力発生日に承継いたします。なお、本第一吸収分割によるPPCへの債務の承継について

は、免責的債務引受の方法によるものといたします。

(4) 分割対価

PPCは、本第一吸収分割に際して普通株式94,608株を新たに発行し、その全部を当社に割当てます。なお、PPCは、

本第一吸収分割の効力発生前までに、その株式について１株につき17株の割合をもって株式分割を行います。

(5) 吸収分割により増減する資本金

本第一吸収分割により、当社の資本金の額に増減はありません。

 

３．本第二吸収分割の概要

(1) 吸収分割の方法

吸収分割会社：パンパシフィック・カッパー株式会社

吸収分割承継会社：新会社（PPCマテリアル株式会社）

(2) 効力発生日

2027年２月１日（予定）

(3) 吸収分割により増減する資本金

本第二吸収分割により、増加する吸収分割承継会社の資本金の額は、2,999百万円です。

 

４．吸収分割する事業が含まれている報告セグメント

　　マテリアル領域

 

５．本統合の日程

2026年５月28日 本最終契約書承認取締役会決議日

2026年５月28日 本最終契約書締結日

2026年７月１日 新会社設立

2026年11月（予定） 本吸収分割契約書承認取締役会決議日

2026年11月（予定） 本吸収分割契約書締結

2027年１月（予定） 本吸収分割契約書承認株主総会決議日（PPC）
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2027年１月（予定） 本吸収分割契約書承認株主総会決議日（新会社）

2027年２月１日（予定） 本吸収分割効力発生日

(注) 本統合の実施は、本統合を行うに当たり必要な公正取引委員会等の国内外の関係当局への届出や許認可の取

得等（以下「許認可等関連手続」）が完了すること等を条件としております。今後手続を進める中におい

て、許認可等関連手続やその他の理由により、当社らで協議のうえ、本統合の日程を変更する場合がありま

す。

　　 なお、本第一吸収分割は、当社においては会社法第784条第２項に基づく簡易分割であるため、当社は、株主

総会の決議による承認を得ずに行います。

　　 また、本第一吸収分割の効力の発生は、PPCの株式について１株につき17株の割合をもって行う株式分割の効

力発生を条件としております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

 普通株式 340,000,000

計 340,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末日
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 131,489,535 131,489,535
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は、100株であ

ります。

計 131,489,535 131,489,535 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までに転換社債型新株予約権の行使が

あった場合に発行される株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

2030年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債

決議年月日 2026年７月８日

新株予約権の数（個）※ 3,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 6,635,071（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 5,275（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2026年８月７日 至 2030年７月10日（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格        5,275

資本組入額      2,638（注）４

新株予約権の行使の条件 ※ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
本新株予約権は、本社債から分離して譲渡することがで

きません。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
（注）６

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内

容及び価額 ※

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に

係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、

その額面金額と同額とします。

新株予約権付社債の残高（百万円）※ 35,000

※ 新株予約権付社債の発行時（2026年７月24日）における内容を記載しております。

 

（注）１．本新株予約権の目的である株式の種類及び内容は当社普通株式（単元株式数100株）とし、その行使により
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当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を下記２記載の転換価額で除し

た数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

２．（1）各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の
価額は、その額面金額と同額とする。

（2）転換価額は、当初5,275円とする。
（3）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株

式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、下記の算式により調整される。な
お、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）
の総数をいう。

 

    
既発行株式数＋

発行又は処分株式数×１株当たり払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額× 時価

    既発行株式数 ＋ 発行又は処分株式数

 

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、剰余金の配当、当社普通株式の時価を下回る価額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発

行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

３．（1）本新株予約権を行使することができる期間は、2026年８月７日（同日を含む。）から2030年７月10日

（同日を含む。）の銀行営業終了時（行使請求受付場所現地時間）までとする。但し、①本新株予約権

付社債の要項に定める繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで（但し、税制変更

による繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、②当社の判断によ

る本新株予約権付社債の取得がなされる場合又は本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却さ

れるときまで、また③本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いず

れの場合も、2030年７月10日の銀行営業終了時（行使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を

行使することはできない。

上記にかかわらず、当社の判断による本新株予約権付社債の取得の場合には、2030年４月25日（同日を

含む。）から選択償還期日（同日を含む。以下に定義する。）までの間は本新株予約権を行使すること

はできない。また、当社の組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断した場合には、組

織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権

を行使することはできない。

また、本新株予約権の行使の効力が発生する日（又はかかる日が東京における営業日でない場合、東京

における翌営業日）が、当社の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連

して株主を確定するために定められたその他の日（以下「株主確定日」と総称する。）の東京における

２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合には、東京における３営業日前

の日）から当該株主確定日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合、東京における翌営

業日）までの期間に当たる場合、本新株予約権を行使することはできない。但し、社債、株式等の振替

に関する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行使に係る株式の交付に関する法令又は慣行が変

更された場合、当社は、本段落による本新株予約権を行使することができる期間の制限を、当該変更を

反映するために修正することができる。

「選択償還期日」とは、取得期日から東京における２営業日目の日をいう。

（2）当社は、2029年６月１日（同日を含む。）から2030年４月24日（同日を含む。）までの期間いつでも、

本新株予約権付社債権者に対して、取得決定日（以下に定義する。）までの間に通知（以下「取得選択

通知」という。）を行った本新株予約権付社債権者から、当該取得選択通知に係る取得期日（以下に定

義する。）現在残存する本新株予約権付社債を取得する旨を通知（以下「取得通知」という。）するこ

とができる。この場合、当社は、取得期日に当該本新株予約権付社債の全部を取得し、これと引換えに

本新株予約権付社債権者に対して交付財産（以下に定義する。）を交付する。

当社による本（2）に基づく本新株予約権付社債の取得は、当社普通株式が取得期日において株式会社東

京証券取引所に上場されていることを条件とする。また、信託証書又は本社債の規定の不履行又は不遵

守その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の事由が生じ、受託会社が本新株予約権付社債の要項

に定めるところにより当社に対し本社債の期限の利益喪失の通知を行っている場合、当社は、本（2）に

基づき本新株予約権付社債を取得することができない。

「交付財産」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ）本社債の額面金額相当額の金銭及び(ⅱ）転換

価値（以下に定義する。）から本社債の額面金額相当額を差し引いた額（正の数値である場合に限

る。）を１株当たり平均VWAP（以下に定義する。）で除して得られる数の当社普通株式（但し、１株未

満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。）をいう。但し、当該取得に係る本新株予約権付社

債が複数である場合には、当該複数の本新株予約権付社債に係る本社債の額面金額を合算して当該本新

株予約権付社債権者に交付する財産を算定する（但し、１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は

行わない。）。

「転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。
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各本社債の額面金額
×１株当たり平均VWAP

最終日転換価額

 

上記算式において「最終日転換価額」とは、VWAP期間（以下に定義する。）の最終日における転換価額

をいう。本新株予約権付社債の要項に従い、上記２（3）記載の転換価額の調整事由が発生した場合に

は、最終日転換価額も適宜調整される。

「１株当たり平均VWAP」とは、2030年５月22日（但し、同日が取引日ではない場合、その直後の取引

日）（同日を含む。）に始まる20連続取引日（以下「VWAP期間」という。）に含まれる各取引日におい

て株式会社東京証券取引所が発表する当社普通株式の売買高加重平均価格の平均値をいう。本新株予約

権付社債の要項に従い、上記２（3）記載の転換価額の調整事由が発生した場合には、１株当たり平均

VWAPも適宜調整される。

「取得期日」とは、2030年７月３日をいう。

「取得決定日」とは、2030年６月19日をいう。

取得決定日の翌日に、取得選択通知がない本新株予約権付社債が存在する場合、当社は、当該本新株予

約権付社債を、選択償還期日にその額面金額の100％の価額で繰上償還するものとする。

当社は、本（2）に定める取得条項により取得した本新株予約権付社債を本新株予約権付社債の要項に従

い消却する。

４．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定める

ところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる

場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。

５．（1）各本新株予約権の一部行使はできない。

（2）本新株予約権付社債権者は、(ⅰ)2029年６月30日（同日を含む。）までは、各年四半期の最後の取引日

（以下に定義する。）に終了する20連続取引日に含まれる各取引日において、当社普通株式の終値（但

し、本新株予約権付社債の要項に定める転換価額の調整条項に応じて調整される。）が、当該最後の取

引日において適用のある転換価額の150％を超えた場合、又は、(ⅱ)2029年７月１日（同日を含む。）か

ら2030年４月24日（同日を含む。）までは、各年四半期の最後の取引日に終了する20連続取引日に含ま

れる各取引日において、当社普通株式の終値（但し、本新株予約権付社債の要項に定める転換価額の調

整条項に応じて調整される。）が、当該最後の取引日において適用のある転換価額の130％を超えた場合

に限って、翌年四半期の初日から末日（但し、2030年４月１日に開始する四半期に関しては2030年４月

24日（同日を含む。）とする。）までの期間において、本新株予約権を行使することができる。

「取引日」とは、株式会社東京証券取引所における取引日をいい、終値及びVWAP（各取引日において株

式会社東京証券取引所が発表する当社普通株式の売買高加重平均価格の平均値）が発表されない日を含

まない。

但し、本（2）記載の本新株予約権の行使の条件は、下記イ、ロ及びハの期間並びにパリティ事由（以下

に定義する。）が発生した場合における下記ニの期間は適用されない。

イ　株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）又は株式会社日

本格付研究所若しくはその承継格付機関（以下「JCR」という。）による当社の長期発行体格付が

BBB-より低いか、R&I若しくはJCRによる当社の長期発行体格付が停止若しくは撤回されているか、

又はR&I若しくはJCRにより当社の発行体格付がなされなくなった期間

ロ　当社が、本社債の繰上償還の通知を行った日以後の期間

ハ　当社が組織再編等を行うにあたり、上記３記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、本新

株予約権付社債の要項に従い本新株予約権付社債権者に対し当該組織再編等に関する通知を行った日

から当該組織再編等の効力発生日までの期間

ニ　当社がパリティ事由が発生した旨を本新株予約権付社債権者に通知した日の東京における翌営業日

（同日を含む。）から起算して東京における15連続営業日の期間

「パリティ事由」とは、本新株予約権付社債権者から当該事由の発生に関する通知を受けた日の３適

格日（以下に定義する。）後の日から起算して５連続適格日のいずれの日においても、(ⅰ)ブルーム

バーグが提供する本新株予約権付社債の気配値スコア（BVAL Score）若しくはその承継サービスが提

供する本新株予約権付社債の気配値スコアに基づき主計算代理人（以下に定義する。）が本新株予約

権付社債の要項に定めるところにより決定する本新株予約権付社債の気配値スコアが７以上となり、

かつ、ブルームバーグが提供する本新株予約権付社債の買値情報（BVAL Bid）若しくはその承継サー

ビスが提供する本新株予約権付社債の買値情報に基づき主計算代理人が本新株予約権付社債の要項に

定めるところにより決定する本新株予約権付社債の価格（本社債の額面金額に対する百分率で表示さ

れる）がクロージング・パリティ価値（以下に定義する。）の98％を下回っているか、(ⅱ)上記(ⅰ)
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記載のスコアが７を下回るか上記(ⅰ)記載のスコア若しくは価格を入手できない場合には、当社が選

定する主要金融機関が本新株予約権付社債の要項に定めるところにより提示する本新株予約権付社債

の買値（本社債の額面金額に対する百分率で表示される）がクロージング・パリティ価値の97％を下

回っているか、又は(ⅲ)上記(ⅰ)記載のスコアが７を下回るか上記(ⅰ)記載のスコア若しくは価格が

入手できず、かつ、上記(ⅱ)記載の買値も取得することができない、と主計算代理人が決定した場合

をいう。

「適格日」とは、東京及びロンドンにおける営業日であり、かつ、取引日である日をいう。

「クロージング・パリティ価値」とは、当該適格日における当社普通株式の終値（但し、本新株予約

権付社債の要項に定める転換価額の調整条項に応じて調整される。）を、当該適格日における転換価

額で除した数値（百分率で表示される）をいう。

「主計算代理人」とは、MUFG Bank, Ltd., London Branchをいう。

（3）本新株予約権付社債権者は、預託日（以下に定義する。預託日が取引日でない場合は、その直前の取引

日）において、当社普通株式の終値（但し、本新株予約権付社債の要項に定める転換価額の調整条項に

応じて調整される。）が、当該預託日において適用のある転換価額を下回らない場合に限って、本新株

予約権を行使することができる。但し、本（3）記載の本新株予約権の行使の条件は、上記（2）ロの期

間は適用されない。

「預託日」とは、支払・新株予約権行使請求受付代理人に本新株予約権付社債券及びその他行使請求に

必要な書類が預託され、かつ、その他行使請求に必要な条件（本５．記載の条件を含む。）が充足され

た日をいう。

６．（1）組織再編等が生じた場合、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の要

項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新

たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付について

は、(ⅰ)その時点で適用のある法律上実行可能であり、(ⅱ)そのための仕組みが既に構築されているか

又は構築可能であり、かつ、(ⅲ)当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当

社がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを

前提条件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本

の上場会社であるよう最善の努力をするものとする。本（1）に記載の当社の努力義務は、当社が受託会

社に対して、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において、理由の如何を問わず、日本の上場会

社であることを当社は予想していない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株

予約権に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。

（2）上記（1）の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と

同一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、承継会社等が当

該組織再編等の条件等を勘案のうえ、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記

(ⅰ)又は(ⅱ)に従う。なお、転換価額は上記２（3）と同様の調整に服する。

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を

行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社

等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使した

ときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以

外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株

式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにす

る。

(ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使し

た場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発生

日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価

額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、上記３に定める本新株予約権

の行使期間の満了日までとする。
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⑥その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結

果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本

金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

⑨その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

（3）当社は、上記（1）の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承

継させる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社

債の要項に従う。

 

2032年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債

決議年月日 2026年７月８日

新株予約権の数（個）※ 3,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 6,856,023（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 5,105（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2026年８月７日 至 2032年７月12日（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格        5,105

資本組入額      2,553（注）４

新株予約権の行使の条件 ※ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
本新株予約権は、本社債から分離して譲渡することがで

きません。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
（注）６

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内

容及び価額 ※

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に

係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、

その額面金額と同額とします。

新株予約権付社債の残高（百万円）※ 35,000

※ 新株予約権付社債の発行時（2026年７月24日）における内容を記載しております。

 

（注）１、４、６　前記「2030年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債」の（注）の１、４、６と同様

であるため、同様の注記があるものとして読み替えることとし、記載を省略しております。

２．（1）各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の
価額は、その額面金額と同額とする。

（2）転換価額は、当初5,105円とする。
（3）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株

式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、下記の算式により調整される。な
お、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）
の総数をいう。

 

    
既発行株式数＋

発行又は処分株式数×１株当たり払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額× 時価

    既発行株式数 ＋ 発行又は処分株式数

 

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、剰余金の配当、当社普通株式の時価を下回る価額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発

行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。
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３．（1）本新株予約権を行使することができる期間は、2026年８月７日（同日を含む。）から2032年７月12日

（同日を含む。）の銀行営業終了時（行使請求受付場所現地時間）までとする。但し、①本新株予約権

付社債の要項に定める繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで（但し、税制変更

による繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、②当社の判断によ

る本新株予約権付社債の取得がなされる場合又は本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却さ

れるときまで、また③本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いず

れの場合も、2032年７月12日の銀行営業終了時（行使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を

行使することはできない。

上記にかかわらず、当社の判断による本新株予約権付社債の取得の場合には、2032年４月27日（同日を

含む。）から選択償還期日（同日を含む。以下に定義する。）までの間は本新株予約権を行使すること

はできない。また、当社の組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断した場合には、組

織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権

を行使することはできない。

また、本新株予約権の行使の効力が発生する日（又はかかる日が東京における営業日でない場合、東京

における翌営業日）が、当社の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連

して株主を確定するために定められたその他の日（以下「株主確定日」と総称する。）の東京における

２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合には、東京における３営業日前

の日）から当該株主確定日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合、東京における翌営

業日）までの期間に当たる場合、本新株予約権を行使することはできない。但し、社債、株式等の振替

に関する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行使に係る株式の交付に関する法令又は慣行が変

更された場合、当社は、本段落による本新株予約権を行使することができる期間の制限を、当該変更を

反映するために修正することができる。

「選択償還期日」とは、取得期日から東京における２営業日目の日をいう。

（2）当社は、2031年６月２日（同日を含む。）から2032年４月26日（同日を含む。）までの期間いつでも、

本新株予約権付社債権者に対して、取得決定日（以下に定義する。）までの間に通知（以下「取得選択

通知」という。）を行った本新株予約権付社債権者から、当該取得選択通知に係る取得期日（以下に定

義する。）現在残存する本新株予約権付社債を取得する旨を通知（以下「取得通知」という。）するこ

とができる。この場合、当社は、取得期日に当該本新株予約権付社債の全部を取得し、これと引換えに

本新株予約権付社債権者に対して交付財産を交付する。

当社による本（2）に基づく本新株予約権付社債の取得は、当社普通株式が取得期日において株式会社東

京証券取引所に上場されていることを条件とする。また、信託証書又は本社債の規定の不履行又は不遵

守その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の事由が生じ、受託会社が本新株予約権付社債の要項

に定めるところにより当社に対し本社債の期限の利益喪失の通知を行っている場合、当社は、本（2）に

基づき本新株予約権付社債を取得することができない。

「交付財産」、「転換価値」、「最終日転換価額」及び「１株当たり平均VWAP」の定義並びに転換価値

の算式については、上記2030年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債と同様である。

但し、「１株当たり平均VWAP」の算定に係るVWAP期間は、2032年５月24日（但し、同日が取引日ではな

い場合、その直後の取引日）（同日を含む。）に始まる20連続取引日とする。

「取得期日」とは、2032年７月５日をいう。

「取得決定日」とは、2032年６月21日をいう。

取得決定日の翌日に、取得選択通知がない本新株予約権付社債が存在する場合、当社は、当該本新株予

約権付社債を、選択償還期日にその額面金額の100％の価額で繰上償還するものとする。

当社は、本（2）に定める取得条項により取得した本新株予約権付社債を本新株予約権付社債の要項に従

い消却する。

５．（1）各本新株予約権の一部行使はできない。

（2）本新株予約権付社債権者は、(ⅰ)2031年６月30日（同日を含む。）までは、各年四半期の最後の取引日

に終了する20連続取引日に含まれる各取引日において、当社普通株式の終値（但し、本新株予約権付社

債の要項に定める転換価額の調整条項に応じて調整される。）が、当該最後の取引日において適用のあ

る転換価額の150％を超えた場合、又は、(ⅱ)2031年７月１日（同日を含む。）から2032年４月26日（同

日を含む。）までは、各年四半期の最後の取引日に終了する20連続取引日に含まれる各取引日におい

て、当社普通株式の終値（但し、本新株予約権付社債の要項に定める転換価額の調整条項に応じて調整

される。）が、当該最後の取引日において適用のある転換価額の130％を超えた場合に限って、翌年四半

期の初日から末日（但し、2032年４月１日に開始する四半期に関しては2032年４月26日（同日を含

む。）とする。）までの期間において、本新株予約権を行使することができる。

その他の条件については、上記2030年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債と同様で

ある。
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「取引日」とは、株式会社東京証券取引所における取引日をいい、終値及びVWAP（各取引日において株

式会社東京証券取引所が発表する当社普通株式の売買高加重平均価格の平均値）が発表されない日を含

まない。

但し、本（2）記載の本新株予約権の行使の条件は、下記イ、ロ及びハの期間並びにパリティ事由（以下

に定義する。）が発生した場合における下記ニの期間は適用されない。

イ　株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）又は株式会社日

本格付研究所若しくはその承継格付機関（以下「JCR」という。）による当社の長期発行体格付が

BBB-より低いか、R&I若しくはJCRによる当社の長期発行体格付が停止若しくは撤回されているか、

又はR&I若しくはJCRにより当社の発行体格付がなされなくなった期間

ロ　当社が、本社債の繰上償還の通知を行った日以後の期間

ハ　当社が組織再編等を行うにあたり、上記３記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、本新

株予約権付社債の要項に従い本新株予約権付社債権者に対し当該組織再編等に関する通知を行った日

から当該組織再編等の効力発生日までの期間

ニ　当社がパリティ事由が発生した旨を本新株予約権付社債権者に通知した日の東京における翌営業日

（同日を含む。）から起算して東京における15連続営業日の期間

「パリティ事由」とは、本新株予約権付社債権者から当該事由の発生に関する通知を受けた日の３適

格日（以下に定義する。）後の日から起算して５連続適格日のいずれの日においても、(ⅰ)ブルーム

バーグが提供する本新株予約権付社債の気配値スコア（BVAL Score）若しくはその承継サービスが提

供する本新株予約権付社債の気配値スコアに基づき主計算代理人（以下に定義する。）が本新株予約

権付社債の要項に定めるところにより決定する本新株予約権付社債の気配値スコアが７以上となり、

かつ、ブルームバーグが提供する本新株予約権付社債の買値情報（BVAL Bid）若しくはその承継サー

ビスが提供する本新株予約権付社債の買値情報に基づき主計算代理人が本新株予約権付社債の要項に

定めるところにより決定する本新株予約権付社債の価格（本社債の額面金額に対する百分率で表示さ

れる）がクロージング・パリティ価値（以下に定義する。）の98％を下回っているか、(ⅱ)上記(ⅰ)

記載のスコアが７を下回るか上記(ⅰ)記載のスコア若しくは価格を入手できない場合には、当社が選

定する主要金融機関が本新株予約権付社債の要項に定めるところにより提示する本新株予約権付社債

の買値（本社債の額面金額に対する百分率で表示される）がクロージング・パリティ価値の97％を下

回っているか、又は(ⅲ)上記(ⅰ)記載のスコアが７を下回るか上記(ⅰ)記載のスコア若しくは価格が

入手できず、かつ、上記(ⅱ)記載の買値も取得することができない、と主計算代理人が決定した場合

をいう。

「適格日」とは、東京及びロンドンにおける営業日であり、かつ、取引日である日をいう。

「クロージング・パリティ価値」とは、当該適格日における当社普通株式の終値（但し、本新株予約

権付社債の要項に定める転換価額の調整条項に応じて調整される。）を、当該適格日における転換価

額で除した数値（百分率で表示される）をいう。

「主計算代理人」とは、MUFG Bank, Ltd., London Branchをいう。

（3）本新株予約権付社債権者は、預託日（以下に定義する。預託日が取引日でない場合は、その直前の取引

日）において、当社普通株式の終値（但し、本新株予約権付社債の要項に定める転換価額の調整条項に

応じて調整される。）が、当該預託日において適用のある転換価額を下回らない場合に限って、本新株

予約権を行使することができる。但し、本（3）記載の本新株予約権の行使の条件は、上記（2）ロの期

間は適用されない。

「預託日」とは、支払・新株予約権行使請求受付代理人に本新株予約権付社債券及びその他行使請求に

必要な書類が預託され、かつ、その他行使請求に必要な条件（本５．記載の条件を含む。）が充足され

た日をいう。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 131,489,535 － 119,457 － 85,654
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８－１　赤坂イン

ターシティＡＩＲ
20,887,500 15.97

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 6,889,440 5.27

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY

JASDEC

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦ

Ｊ銀行）

240 GREENWICH STREET,　NEW YORK, NEW

YORK 10286 U.S.A.

(東京都千代田区丸の内１丁目４－５　決

済事業部)

5,027,039 3.84

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２丁目15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

3,671,914 2.81

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カス

トディ銀行）

東京都千代田区丸の内２丁目１－１

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
3,101,893 2.37

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505223

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

2,690,526 2.06

JP MORGAN CHASE BANK 385781

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF， LONDON,

E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

1,922,132 1.47

DFA INTL SMALL CAP VALUE

PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

PALISADES WEST 6300,BEE CAVE ROAD　

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US

（東京都新宿区新宿６丁目27－30）

1,758,976 1.34

JPモルガン証券株式会社

 

東京都千代田区丸の内２丁目７－３　東京

ビルディング
1,673,718 1.28

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６－６　日本

生命証券管理部内

（東京都港区赤坂１丁目８－１　赤坂イン

ターシティＡＩＲ）

1,673,661 1.28

計 － 49,296,799 37.68

 

 

EDINET提出書類

三菱マテリアル株式会社(E00021)

半期報告書

15/37



（注）１．2022年１月17日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループ及びその共同保有者が、2022年１月10日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有し

ている旨が記載されておりますが、当社としては、2026年９月30日現在における実質所有株式数を確認するこ

とができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿上の所有株式数に基づいて記載しております。
 

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,385,200 1.05

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 3,940,008 3.00

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目12－１ 1,072,300 0.82

計 － 6,397,508 4.87

 

２．2024年10月３日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ブラックロック・ジャパン株式会社

及びその共同保有者が、2024年９月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されており

ますが、当社としては、2026年９月30日現在における実質所有株式数を確認することができませんので、上記

大株主の状況は、株主名簿上の所有株式数に基づいて記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ブラックロック・ジャパン株式

会社
東京都千代田区丸の内１丁目８－３ 2,884,100 2.19

ブラックロック・フィナンシャ

ル・マネジメント・インク

米国　デラウェア州　ウィルミントン　リ

トル・フォールズ・ドライブ　251
224,700 0.17

ブラックロック・ファンド・マ

ネジャーズ・リミテッド

英国　ロンドン市　スログモートン・アベ

ニュー　12
335,079 0.25

ブラックロック・アセット・マ

ネジメント・アイルランド・リ

ミテッド

アイルランド共和国　ダブリン　ボールス

ブリッジ　ボールスブリッジパーク　２　

１階

227,009 0.17

ブラックロック・ファンド・ア

ドバイザーズ

米国　カリフォルニア州　サンフランシス

コ市　ハワード・ストリート　400
1,533,300 1.17

ブラックロック・インスティ

テューショナル・トラスト・カ

ンパニー、エヌ．エイ．

米国　カリフォルニア州　サンフランシス

コ市　ハワード・ストリート　400
1,098,916 0.84

ブラックロック・インベストメ

ント・マネジメント（ユー

ケー）リミテッド

英国　ロンドン市　スログモートン・アベ

ニュー　12
279,327 0.21

計 － 6,582,431 5.01
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３．2026年７月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者が、2026年７月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保

有している旨が記載されておりますが、当社としては、2026年９月30日現在における実質所有株式数を確認す

ることができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿上の所有株式数に基づいて記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

三井住友トラスト・アセットマネ

ジメント株式会社
東京都港区芝公園１丁目１－１ 3,233,100 2.46

アモーヴァ・アセットマネジメン

ト株式会社
東京都港区赤坂９丁目７－１ 2,560,600 1.95

計 － 5,793,700 4.41

 

４．2026年８月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、シルチェスター・

インターナショナル・インベスターズ・エルエルピーが、2026年８月21日現在で以下のとおり株式を保有し

ている旨が記載されておりますが、当社としては、2026年９月30日現在における実質所有株式数を確認する

ことができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿上の所有株式数に基づいて記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シルチェスター・インターナ

ショナル・インベスターズ・エ

ルエルピー

英国ロンドン エスダブリュー１ワイ・５

イーエス、ペル・メル83-85、ザ・メトカー

フ３階

6,075,700 4.62

 

５．2026年９月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社及びその共同保有

者が、2026年８月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されておりますが、当社とし

ては、2026年９月30日現在における実質所有株式数を確認することができませんので、上記大株主の状況は、

株主名簿上の所有株式数に基づいて記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13－１ 388,775 0.29

ノムラ　インターナショナル　

ピーエルシー

１ Angel Lane, London EC4R 3AB, United

Kingdom
965,739 0.73

野村アセットマネジメント株式

会社
東京都江東区豊洲２丁目２－１ 5,325,300 4.03

計 － 6,679,814 5.06
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ 「（１）②発行済株式」

の「内容」欄に記載のと

おりであります。

普通株式 657,400

（相互保有株式）
－

普通株式 900

完全議決権株式（その他） 普通株式 129,860,900 1,298,609 同上

単元未満株式 普通株式 970,335 － 同上

発行済株式総数 普通株式 131,489,535 － －

総株主の議決権  － 1,298,609 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,400株（議決権14

個）、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託に係る信託口が所有する当社株式が173,700株（議決権

1,737個）含まれております。

２．「単元未満株式」には、自己株式が74株含まれております。

 

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

三菱マテリアル株式会社

東京都千代田区丸の内

３丁目２－３
657,400 － 657,400 0.50

（相互保有株式）

東北運輸株式会社

秋田県秋田市茨島１丁

目２－10
900 － 900 0.00

計 － 658,300 － 658,300 0.50

　（注）１．2026年９月30日現在の当社が保有している自己株式は、657,474株（うち単元未満株式は74株）でありま

す。

　　　　２．「自己名義所有株式数」には、役員報酬BIP信託に係る信託口が所有する株式は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 123,019 163,269

受取手形 25,508 27,841

売掛金 198,349 216,715

商品及び製品 203,710 225,196

仕掛品 184,670 178,371

原材料及び貯蔵品 221,644 254,983

貸付け金地金 813,829 789,413

その他 294,943 229,550

貸倒引当金 △682 △647

流動資産合計 2,064,993 2,084,693

固定資産   

有形固定資産   

機械及び装置（純額） 143,146 140,829

土地（純額） 88,727 88,597

その他（純額） 202,659 205,296

有形固定資産合計 434,533 434,724

無形固定資産   

のれん 19,599 18,846

その他 27,341 25,869

無形固定資産合計 46,940 44,716

投資その他の資産   

投資有価証券 330,663 307,824

その他 122,723 125,904

貸倒引当金 △770 △770

投資その他の資産合計 452,616 432,958

固定資産合計 934,090 912,399

繰延資産   

開業費 661 547

繰延資産合計 661 547

資産合計 2,999,744 2,997,640
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 123,608 127,320

短期借入金 281,845 284,288

コマーシャル・ペーパー 70,000 10,000

１年内償還予定の社債 30,000 20,000

未払法人税等 8,710 33,736

引当金 15,793 15,703

預り金地金 1,239,178 1,104,432

その他 102,853 115,570

流動負債合計 1,871,989 1,711,051

固定負債   

社債 110,000 100,000

転換社債型新株予約権付社債 － 70,000

長期借入金 160,225 152,536

環境対策引当金 13,078 11,296

その他の引当金 974 677

退職給付に係る負債 38,791 39,020

その他 51,706 50,255

固定負債合計 374,776 423,787

負債合計 2,246,766 2,134,838

純資産の部   

株主資本   

資本金 119,457 119,457

資本剰余金 81,745 81,745

利益剰余金 406,922 520,879

自己株式 △2,788 △3,269

株主資本合計 605,338 718,814

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,127 12,414

繰延ヘッジ損益 3,315 3,469

土地再評価差額金 15,623 15,596

為替換算調整勘定 74,045 72,124

退職給付に係る調整累計額 25,661 15,960

その他の包括利益累計額合計 130,773 119,565

非支配株主持分 16,866 24,422

純資産合計 752,978 862,802

負債純資産合計 2,999,744 2,997,640
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 829,914 1,247,407

売上原価 753,691 1,063,814

売上総利益 76,223 183,593

販売費及び一般管理費 ※ 65,273 ※ 67,001

営業利益 10,949 116,592

営業外収益   

受取利息 1,813 1,937

受取配当金 2,415 34,537

持分法による投資利益 9,127 13,666

固定資産賃貸料 2,090 2,278

その他 1,071 2,290

営業外収益合計 16,519 54,711

営業外費用   

支払利息 4,748 5,836

鉱山残務整理費用 2,076 2,669

その他 3,942 4,893

営業外費用合計 10,768 13,399

経常利益 16,701 157,904

特別利益   

退職給付制度改定益 － 11,033

投資有価証券売却益 722 2,972

その他 438 79

特別利益合計 1,161 14,085

特別損失   

特別退職金 2,152 3,905

減損損失 3,837 175

その他 2,896 901

特別損失合計 8,886 4,981

税金等調整前中間純利益 8,976 167,007

法人税等 3,737 35,501

中間純利益 5,239 131,505

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△246 10,640

親会社株主に帰属する中間純利益 5,485 120,865
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 5,239 131,505

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,389 △176

繰延ヘッジ損益 △245 169

為替換算調整勘定 2,206 △3,305

退職給付に係る調整額 573 △9,181

持分法適用会社に対する持分相当額 △5,271 1,232

その他の包括利益合計 △1,347 △11,260

中間包括利益 3,892 120,245

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 4,069 109,684

非支配株主に係る中間包括利益 △176 10,561
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 8,976 167,007

減価償却費 22,715 22,628

のれん償却額 712 507

環境対策引当金の増減額（△は減少） △1,483 △1,782

引当金の増減額（△は減少） △11 △577

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は

減少）
△2,421 △993

受取利息及び受取配当金 △4,229 △36,475

支払利息 4,748 5,836

持分法による投資損益（△は益） △9,127 △13,666

有形固定資産売却損益（△は益） △18 △103

減損損失 3,837 175

退職給付制度改定益 － △11,033

投資有価証券売却損益（△は益） 456 △2,972

売上債権の増減額（△は増加） 14,498 △21,928

棚卸資産の増減額（△は増加） △37,821 △53,486

金地金売却による収入 142,360 148,585

金地金購入による支出 △82,457 △149,244

その他の流動資産の増減額（△は増加） △5,649 △37,189

仕入債務の増減額（△は減少） △7,518 4,687

その他 △3,182 15,484

小計 44,383 35,458

利息及び配当金の受取額 6,560 42,101

利息の支払額 △4,748 △5,828

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,146 △12,155

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,048 59,576

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △24,392 △29,916

有形固定資産の売却による収入 288 172

投資有価証券の取得による支出 △579 △1,171

投資有価証券の売却による収入 1,604 3,302

投資有価証券の払戻による収入 15,149 35,215

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△1,245 －

貸付けによる支出 △60 △58

貸付金の回収による収入 862 635

その他 △531 △2,527

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,902 5,651
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  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,039 22,015

長期借入れによる収入 1,338 －

長期借入金の返済による支出 △19,878 △24,584

転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 － 70,000

社債の償還による支出 － △20,000

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） － △60,000

自己株式の取得による支出 △6 △814

配当金の支払額 △6,542 △6,541

非支配株主への配当金の支払額 △656 △3,206

その他 △979 △616

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,685 △23,748

現金及び現金同等物に係る換算差額 843 △2,934

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,304 38,545

現金及び現金同等物の期首残高 88,642 121,749

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
△148 －

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額（△は減少）
－ △36

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 102,798 ※ 160,259
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益又は税引前当期純損失に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益又は税引前中間純損失に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、

法定実効税率を使用する方法によっております。

 

（追加情報）

（株式報酬制度）

１．取引の概要

当社は、執行役（国内非居住者を除く。）を対象とした株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入しており

ます。

本制度では、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、「BIP信託」という。）と称される仕組みを採用し

ております。本制度は、執行役の役位により当社株式及び当社株式の換価処分金額相当額の金銭を執行役に交付及び給

付する制度であります。

 

２．BIP信託に残存する当社株式

BIP信託に残存する当社株式を、BIP信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末395百万円、159千株、当中間連結

会計期間末853百万円、173千株であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

１　保証債務

連結会社以外の会社及び従業員の銀行からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

マントベルデ社 21,583百万円 マントベルデ社 1,258百万円

湯沢地熱株式会社 900 湯沢地熱株式会社 844

従業員 837 従業員 782

その他（１社） 98 その他（１社） 372

計 23,420 計 3,257

 

２　債権流動化による遡及義務

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

債権流動化による遡及義務 1,067百万円 467百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

運賃諸掛 8,620百万円 8,657百万円

減価償却費 3,680 4,069

退職給付費用 871 500

役員退職慰労引当金繰入額 155 78

賞与引当金繰入額 4,654 5,662

給与手当 17,741 18,700

賃借料 2,934 2,775

研究開発費 3,719 4,499

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 105,798百万円 163,269百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,999 △3,010

現金及び現金同等物 102,798 160,259
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　１．配当金支払額

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月16日

取締役会
普通株式 6,542 50.0 2025年３月31日 2025年６月11日 利益剰余金

（注）2025年５月16日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配

当金９百万円が含まれております。

 

　２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月11日

取締役会
普通株式 6,542 50.0 2025年９月30日 2025年12月10日 利益剰余金

（注）2025年11月11日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配

当金７百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　１．配当金支払額

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月13日

取締役会
普通株式 6,541 50.0 2026年３月31日 2026年６月12日 利益剰余金

（注）2026年５月13日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配

当金７百万円が含まれております。

 

　２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月11日

取締役会
普通株式 7,588 58.0 2026年９月30日 2026年12月10日 利益剰余金

（注）2026年11月11日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配

当金10百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
の事業

計 調整額
中間連結
損益計算書
計上額

 

マテリアル
領域

プロダクト領域

資源事業
再生可能
エネルギー
事 業 

超硬製品
事業

高機能製品
事業

売上高          

(1）外部顧客への

　　売上高
606,472 67,030 100,855 － 2,242 53,314 829,914 － 829,914

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

25,125 2,078 8,582 － － 17,413 53,200 △53,200 －

計 631,598 69,109 109,438 － 2,242 70,727 883,115 △53,200 829,914

セグメント利益又は損

失（△）
4,127 5,853 1,396 3,352 △834 8,492 22,387 △5,685 16,701

（注）１．その他の事業には、セメント関連、エンジニアリング関連等を含んでおります。

     ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△5,685百万円には、セグメント間取引消去△1,317百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△4,368百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費、基礎的試験研究費及び金融収支であります。

     ３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「マテリアル領域」及び「プロダクト領域（超硬製品事業）」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上

しております。なお、当該減損損失の計上額は、前中間連結会計期間において「マテリアル領域」3,112百万円、

「プロダクト領域（超硬製品事業）」724百万円となっております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
の事業

計 調整額
中間連結
損益計算書
計上額

 

マテリアル
領域

プロダクト領域

資源事業
再生可能
エネルギー
事 業 

超硬製品
事業

高機能製品
事業

売上高          

(1）外部顧客への

　　売上高
964,843 85,257 145,301 － 3,885 48,120 1,247,407 － 1,247,407

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

33,486 3,187 6,384 － 16 17,562 60,636 △60,636 －

計 998,329 88,444 151,685 － 3,902 65,682 1,308,044 △60,636 1,247,407

セグメント利益 95,474 18,457 7,549 39,528 1,259 7,523 169,793 △11,889 157,904

（注）１．その他の事業には、セメント関連、エンジニアリング関連等を含んでおります。

     ２．セグメント利益の調整額△11,889百万円には、セグメント間取引消去△6,585百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△5,304百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費、基礎的試験研究費及び金融収支であります。

     ３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、2025年11月26日開催の取締役会において、2026年度以降を対象とする中期経営戦略（2026～2028年度）

を決議いたしました。

当該中期経営戦略においては、2026年４月１日付で、組織再編を行い、リサイクル原料の集荷・処理から、伸銅

品やタングステン素材の製造までを「マテリアル領域」とし、さらに川下に加工を進めた超硬製品や高機能製品の

製造を「プロダクト領域」と位置付け、それぞれのグローバル展開を加速します。

マテリアル領域では、関連事業を集約することで、二次原料製錬や資源循環ループ、タングステンリサイクルの

拡大を推進します。プロダクト領域では、高付加価値な製品やソリューションの提供を通じて収益性の向上を図り

ます。資源事業では、鉱山投資を通じてマテリアル領域で使用する銅精鉱の安定調達や、安定した収益基盤の構築

に貢献いたします。再生可能エネルギー事業では、地熱・水力・太陽光を中心とした多様な電源を組み合わせ、安

定供給と脱炭素の両立を図るエネルギー基盤として展開いたします。

これに伴い、報告セグメントの区分を従来の「金属事業」、「高機能製品」、「加工事業」及び「再生可能エネ

ルギー事業」から、「マテリアル領域」、「プロダクト領域（超硬製品事業）」、「プロダクト領域（高機能製品

事業）」、「資源事業」及び「再生可能エネルギー事業」に変更することといたしました。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示し

ております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　(1) 報告セグメント及び事業別の内訳

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他の

事 業
合計

 
マテリアル

領域

プロダクト領域
資源

事業

再生可能

エネルギー

事 業
 

超硬製品

事業

高機能製品

事業

非鉄金属製
錬　等

455,623 － － － － － 455,623

伸銅品 150,848 － － － － － 150,848

超硬製品 － 67,030 － － － － 67,030

電子材料、

銅加工品
－ － 100,855 － － － 100,855

地熱・水力

発電
－ － － － 2,242 － 2,242

その他 － － － － － 53,314 53,314

外部顧客へ

の売上高
606,472 67,030 100,855 － 2,242 53,314 829,914

（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高を控除した後の金額を表示しております。

２．前中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上している売上高829,914百万円は、主に「顧客との契約

から生じる収益」であり、それ以外の源泉から生じた収益の額に重要性はありません。

 

 

　(2) 地域市場別の内訳

     （単位：百万円）

 
日本 米国 欧州 アジア その他 合計

 

外部顧客への

売上高
432,520 50,787 54,533 280,667 11,406 829,914

（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高を控除した後の金額を表示しております。

２．前中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上している売上高829,914百万円は、主に「顧客との契約

から生じる収益」であり、それ以外の源泉から生じた収益の額に重要性はありません。
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　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　(1) 報告セグメント及び事業別の内訳

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他の

事 業
合計

 
マテリアル

領域

プロダクト領域
資源

事業

再生可能

エネルギー

事 業
 

超硬製品

事業

高機能製品

事業

非鉄金属製

錬　等
734,984 － － － － － 734,984

伸銅品 229,859 － － － － － 229,859

超硬製品 － 85,257 － － － － 85,257

電子材料、

銅加工品
－ － 145,301 － － － 145,301

地熱・水力

発電
－ － － － 3,885 － 3,885

その他 － － － － － 48,120 48,120

外部顧客へ

の売上高
964,843 85,257 145,301 － 3,885 48,120 1,247,407

（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高を控除した後の金額を表示しております。

２．当中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上している売上高1,247,407百万円は、主に「顧客との契

約から生じる収益」であり、それ以外の源泉から生じた収益の額に重要性はありません。

３．当社は、2026年４月１日に実施した組織再編に伴い、報告セグメントを変更しました。セグメント変更の

詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に

記載のとおりであります。なお、前中間連結会計期間の顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、

変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しております。

 

　(2) 地域市場別の内訳

     （単位：百万円）

 
日本 米国 欧州 アジア その他 合計

 

外部顧客への

売上高
610,190 81,712 91,855 442,646 21,002 1,247,407

（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高を控除した後の金額を表示しております。

２．当中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上している売上高1,247,407百万円は、主に「顧客との契

約から生じる収益」であり、それ以外の源泉から生じた収益の額に重要性はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　　至　2026年９月30日）

 １株当たり中間純利益 41円98銭 924円77銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 5,485 120,865

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
5,485 120,865

普通株式の期中平均株式数（千株） 130,664 130,696

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

2026年７月８日開催の取締

役会決議による2030年満期

ユーロ円建転換社債型新株

予約権付社債

普通株式　6,635,071株

2026年７月８日開催の取締

役会決議による2032年満期

ユーロ円建転換社債型新株

予約権付社債

普通株式　6,856,023株

　（注）１．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。また、当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております。自己株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間824千株、当中間連

結会計期間792千株であり、このうち役員報酬BIP信託が保有する当社株式の期中平均株式数は前中間連結会

計期間177千株、当中間連結会計期間137千株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（1）期末配当

2026年５月13日開催の取締役会において、2026年３月31日を基準日として、次のとおり第101期（2025年４月１日

から2026年３月31日まで）期末配当を行うことを決議いたしました。

　① 期末配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　6,541百万円

　② １株当たり期末配当金　　　　　　　　　　　　　　    50円

　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　 2026年６月12日

（注）期末配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当金７百万円が含まれております。

 

（2）中間配当

2026年11月11日開催の取締役会において、2026年９月30日を基準日として、次のとおり第102期（2026年４月１日

から2027年３月31日まで）中間配当を行うことを決議いたしました。

　① 中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　7,588百万円

　② １株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　    58円

　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　 2026年12月10日

（注）中間配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当金10百万円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月11日

三菱マテリアル株式会社

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 丸地　肖幸

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉崎　　肇

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 沖　　隆士

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱マテリアル

株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱マテリアル株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が
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適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

       ２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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